
【資料２－2】 下期取組予定項目案一覧

改革の柱 推進項目区分 推進項目名 取組項目名・取組概要 担当部 担当課 関係部署 備考

ふるさと納税の推進 財政部 財政課

広告収入等による財源の確保 企画政策部 秘書広報課 財政課

電子申告の普及推進 財政部 課税課

収納率向上のための体制強化 財政部 納税課

未利用市有財産の有効活用 未利用市有財産の売却及び貸付の推進 総務部 管財契約課
受益者負担の適正化 受益者負担の適正化に係る制度の見直し 財政部 財政課 計画期間を延長

特別会計及び企業会計の健全な運営 国民健康保険特別会計の健全化 市民子育て部 保険年金課
健康推進課
納税課

健康福祉支援室のあり方の検討及び方針の決定並びに方針に基づく運営の実施 福祉部 地域福祉課
高齢者支援課
健康推進課

地域包括支援センターの体制強化の検討と実施 福祉部 高齢者支援課

市立保育所・幼稚園のあり方の検討 市立保育所・幼稚園の運用体制の検討 市民子育て部 子育て支援課
保育幼稚園課
学校教育課

Ⅱ　限られた行政資源でニーズに応え続けるための改革 公金徴収業務の効率化を図る体制の一元化 総務部 職員課 納税課

部のマネジメントの効率化 総務部 職員課

窓口業務に関する改善改革（再構築）の推進等 総務部 職員課 行政管理課

罹災証明書の交付体制の整備 総務部 総務課

マイナンバーカードの利用拡大に向けた検討 企画政策部 行政管理課 市民課 計画期間を延長

マイナポータルの活用による各種申請の電子化の促進 企画政策部 行政管理課

マイナンバーカードの交付促進 市民子育て部 市民課 行政管理課 計画期間を延長

システムの構築や導入における民間サービス利用の促進 企画政策部 行政管理課

業務、情報システムや保有データの標準化の推進 企画政策部 行政管理課

３　時代の要請に応える業務改善 安全性やエコに配慮した公用車の運用 総務部 管財契約課

公用車の一括管理の検討 総務部 管財契約課

地域におけるビックデータ利活用の推進 地域におけるビックデータ利活用の推進 企画政策部 行政管理課
総務課
企画課

計画期間を延長

公共交通における新しい技術の活用検討 企画政策部 企画政策課

新たな医療情報提供システムの検討 市民子育て部 健康推進課

２　人材育成と働き方改革の推進 人事評価を活用した人材育成と給与・人事制度の連携 職階や任用に係る人事制度の見直し 総務部 職員課 行政管理課

自治会活動に関するDXの推進
自治会からの申請や回覧周知に関し、タブレット（大学より提供予定）を活用した電子対
応を可能とする。

企画政策部 新規（専門部会選定）

未申告指導事務の改善
年度毎にテーマを設定し、対象者を絞って集中的に未申告指導に取り組む。また、４～５
程度のテーマを設定し、これを１つのサイクルとして繰り返し指導していく。

財政部 新規（専門部会選定）

公民館施設の利用範囲拡大の検討 公民館施設のさらなる利用拡大に資する取組みを検討する。 企画政策部 新規

市総合情報伝達アプリの検討
情報伝達ツールの多様化により、市民の中でも情報を得る手段に差があることから、１つ
のアプリで市が発信する情報を取得する総合アプリ（仮称）の研究を行う。

企画政策部 新規

総合計画後期基本計画を見据えた令和８年組織改編に係る検討
令和３年に行った組織改編の効果等を検証し、それを踏まえた令和８年度以降の組織体
制の検討を行う。

総務部 新規

社会福祉センターの管理等について 譲渡を含めた管理方法の検討を行う。 福祉部 新規（専門部会選定）

有害鳥獣対策などの農業DXの推進に向けた検討
有害鳥獣対策に寄与するICT技術の研究を行い、市内での運用が可能かどうかの検討
を行う。

環境経済部 新規

橋梁点検の効率化
橋梁点検は、年々新技術が開発されており、コストダウンも図られている。それら新技術が
本市に適用できるか、毎年度の発注時に精査することでコストダウンを図ることが可能か
検証する。

都市建設部 新規（専門部会選定）

土木施設の維持管理の適正化
定年延長職員や再任用職員による作業班を新設して、軽微な作業を実施し委託費の増
加を抑制する。

都市建設部 新規（専門部会選定）

コロナ禍による救急出動時の感染防止対策 民間事業者との製品開発や各対応の見直し 消防本部 新規（専門部会選定）

社会体育施設の利便性の向上策の検討 社会体育施設利用料の納付方法や利用時間の見直しを検討する。 教育部 新規

新規追加事項
※どの柱に位置付けるかは今後検討

システム導入におけるルール整備

安全性やエコに配慮した公用車の運用

地域課題を解決する官民連携での新しい技術の活用

１　組織・職員配置の適正化

組織の見直し

窓口改善の取組み

マイナンバー制度の推進

健康福祉支援室及び地域包括支援センターのあり方の検討

Ⅰ　将来的に持続可能な行財政運営を実現するための改革

１　歳入確保に向けた取組み

新たな財源の確保

市税の確保


